
 

議案第４１号 

 

令和６年度愛西市一般会計補正予算（第４号） 

 

令和６年度愛西市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 110,000 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 28,454,004 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  

令和６年８月１５日提出 

 

    愛西市長 日 永 貴 章      
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議案第４１号 資料 
 
 
 

令和６年度一般会計補正予算（第４号） 
 

  事業規模      １１０，０００千円 

   

 

補正予算の概要 

事   業   名 事業費（千円） 

１ 低所得者支援及び定額減税補足給付金支給事業 １１０，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

保険福祉部 社会福祉課                  １ 

事業名 低所得者支援及び定額減税補足給付金支給事業 

事業費 110,000 千円 対象 

新たに令和 6年度住民

税非課税又は住民税均

等割のみ課税（減税

前）世帯の世帯主 

（令和 5年度給付金対

象者は除く。） 

目 的 物価高騰の影響による低所得者の負担の軽減を図る。 

内 容 

転入者や世帯分離のほか、課税者の扶養から外れた又は扶養し

ていた課税者が令和 6 年度住民税非課税になったことなどによ

り給付対象となった世帯主が想定よりも多くなり、8月中旬以降

申請分の給付金支給ができなくなるため。 

方 法 
対象世帯へ確認書又は申請書を送付し、申請された振込口座に

給付金を支給する。 

予算内訳 

 

歳入 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定

額減税一体化支援枠）         110,000 千円 

歳出 扶助費                110,000 千円 

 

   1,000 世帯×100,000 円＝100,000,000 円 

     200 児童×50,000 円＝10,000,000 円（こども加算） 

 

 

 

 


